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自治労県職労組合員アンケート集約結果

インターネット・メールの改善を！

通勤手当等の未払いは早急に解消を

業務効率の悪化で時間外労働・職員のストレスが増加、県民サービスの低下にもつながる！
自治労県職労は、6月に実施した組合員アンケートの結果をまとめました。
賃上げはモチベーションにも大きく影響
2015年4月に実施された「給与制度の総合的見直し」によって、平均2％引き下げられた給料表が適用され、その引下げに伴う経過措置として差額の支給（現給保障）を受けている職員は数多くいます。

組合員アンケートにおいても、現給保障の対象であると回答した組合員は56.0%と、昨年と比較すると減少したものの、未だ半数以上が現給保障を受けていることがわかりました。

また、自由意見（賃金・一時金）の中身を見ると、「元の給料表に戻してほしい」「もう何年も同じ賃金、勘弁してほしい」「モチベーションが上がらない」「昇格しないと基本賃金が上がらない状況はつらい」「生活が苦しい、賃上げを」「子育て世帯にとっては厳しい、ベースアップを」「残業代の未払い対策が切実」「再任用の一時金を現役と同じ月数にしてほしい」「仕事内容に見合った非常勤の賃上げを」という内容もあり、生活の改善等につながる賃金・一時金の増額を望む切実な声が多数寄せられました。
長期間に及ぶシステムの不具合で混乱！
今年から稼働している庶務事務システム（新人事給与システム）の不具合により、さまざまな問題が生じています。

基本給や諸手当の誤支給・未払い等について、「ある」と回答した組合員は31.7％で、3割以上を占めています。また、「よくわからない」という回答が35％もありました。
その内容で最も多かったのは通勤手当で、以下、各種控除、旅費、時間外手当と続いています。

自由意見の中身を見ると、「通勤手当が認定されないため、立替分が多額で結構きつい」「旅費の未払いも続いている」との窮状を訴える声があがっています。

インターネット・メールが不便、業務に支障！

業務で使用するインターネットの閲覧や外部とのメールの送受信に関しては、「不便」「セキュリティ対策は重要だが、業務効率が非常に悪い」「インターネットが使いにくいので、私物のスマホで調べる」「仮想ブラウザに入るための時間がかかり過ぎる」「県民からの質問にすぐ答えられず、苦情を受けるケースが急増」「県民サービスの低下が顕著」「メールの添付ファイルがすぐに見られない」「操作に時間がかかり、ストレスが溜まる」「毎日がイライラ」などといった意見が寄せられました。

県民サービスの低下につながり、業務効率を大幅に悪化させ、労働時間を短縮するどころか、長時間労働を発生させてしまうシステムに対して改善を求める声が数多くあがりました。

「人員増を求める」が6割以上

年間の平均超勤時間は月19時間でした。5年前の調査でも19時間でしたから、「残業ゼロ」どころか、時間外労働削減の取組みが一向に進んでいないのではないでしょうか。
また、サービス残業をしたという組合員が57.6％と、昨年（54.7％）より増加しました。
超勤を縮減するための方策として、「人員増」を求める組合員が60.3%と最も多く、以下、「仕事の簡素化」「不要・不急の仕事をスクラップする」「管理監督者の意識改革」と続いています。

県の働き方改革（労働時間短縮や残業問題含む）について、状況が「改善された」、「少し改善された」という回答がある一方、「改善されていない」が45.6％と、約半数を占めています。
　自由意見では、「ノー残業デーに帰る職員が増えた」「上司や職員の意識が変わった」という内容もありましたが、「業務量が過多」「仕事量が変わらないので早出して処理」「サービス残業が増えただけ」「抜本的な事業の見直しがされていない」「時間外をＰＣログで管理しないなら以前と同じ」といった厳しい職場の実態が見受けられました。
「冷暖房の臨機応変な運転」要望が8割以上
職場環境の課題については、81.0％の組合員が「臨機応変に冷暖房を運転させてほしい」と回答しました。
自由意見（職場環境の整備で気づいたこと）の中身を見ると、「業務スペース・会議室の確保」「照度の確保」「パソコン機器の充実」「机や椅子などの備品の拡充」「休憩室を余裕あるスペースに」「空調機故障時の速やかな対応」「耐震工事による騒音や異臭をなくす」という要望がありました。

「こころの病で体調を悪くした」が30％
　メンタルヘルスの課題では、自身が「体調を悪くした経験がある」は30.0％、「体調を悪くした職員がいる」が73.7％でした。

また、メンタルヘルス対策として必要なものは？との質問に対し、「職場への支援体制」（36.5％／複数選択可、以下同様）が最も多く、次に「人員増」（33.3％）、「職場におけるサポート体制の確立」「臨任職員の継続配置」（ともに27.0％）、「メンタルヘルス研修の充実」（20.6％）、「精神科医による職場巡回相談」（15.9％）と続いています。

44％がハラスメントの被害者！

職場のハラスメント問題については、自身が「パワハラやセクハラを受けた経験がある」は44.1％となっており、過去3年間のアンケート結果（2016年：41.0%、2015年：32.2％、2014年：32.6％）と比較して増加しています。

一方、「パワハラやセクハラを身近で見聞きした経験がある」という回答は68.4％でした。

このアンケートは、全組合員を対象に行っています。この他、過重労働やサービス残業の実態、臨任・非常勤・再任用職員からも切実な声があがりました。

自治労県職労は、こうした組合員の意見を、秋の賃金確定闘争や基本要求交渉に活かし、要求の前進に向けて運動を展開していきたいと考えています。
自治労県本部保健部会　学習会

「睡眠を知らずして健康は語れない」

～睡眠のメカニズムと生活改善を学ぶ～

日本は世界一短眠で、睡眠事情も悪い国です。疲労やメンタルの不調、うつ病や自殺のみならず、未来を担う子どもの睡眠も危ない状況にあります。自分では眠れているつもりでも実際の睡眠の質はわかりません。睡眠の秋に向けて睡眠の質を高めましょう！

日　時：９月３０日（土）１０時３０分～１２時（受付開始１０時）

会　場：海老名市役所７階　７０３会議室
　　　　（海老名駅から徒歩12分）
講　師：橋爪あき　さん
　　　　　（日本眠育普及協会代表・睡眠インストラクター）

※　未就学児の保育あり

※　参加希望者は組合事務所までご連絡を♪













































参加費


無料！














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































